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３ 定年制等 

 

（１）定年制の規定状況 

定年制の規定状況をみると、「一律に定めている」が 70.4％、「職業別に定めている」が 7%、

「定めていない」が 21.9%となっている。 

「一律に定めている」において、規模別にみると、30~99 人で 89.9％と最も高く、次いで 300～

999 人で 84.8％、100～299 人で 83.3%となっている。 

また、産業別にみると、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、金融業，保険業が 100％と

なっている。（表 6） 

 

表 6 定年制の規定状況 
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（２）一律定年制における定年年齢 

一律定年制における定年年齢をみると、「60 歳」が 63.2％と最も高く、次いで、「65 歳」が 31.2%、

「70 歳以上」が 2.8%となっている。（表 7） 

表 7 一律定年制における定年年齢 

 
 

 

（３）定年年齢の変更予定 

定年年齢の変更予定をみると、制度の規定がある事業所のうち、「変更の予定も検討もしな

い」が 54.5％となっている中で「上げることを検討中」が 31.2％となっている。（表 8） 

表 8 定年年齢の変更予定  
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（４）定年年齢に達した者の雇用確保措置  

定年年齢に達した者の雇用確保措置状況をみると、「雇用確保措置がある」が 92.5％となってお

り、規模別にみると、100～299 人で 97.7％と最も高く、次いで 300～999 人が 97％、30～99 人が

96.2%となっている。 

また、産業別にみると、建設業、電気・ガス・熱供給・水道業、運輸業，郵便業、教育，学習支

援業が 100％、次いで卸売業，小売業が 97.2％となっている。 

措置内容（複数回答）をみると、「再雇用制度」が 73.1％、「勤務延長制度」が 18.4％となってい

る。（表 9） 

 

表 9 定年年齢に達した者の雇用確保措置 
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（５）最高雇用年齢 

最高雇用年齢をみると、「定めている」が「再雇用制度」では 73.8％、「勤務延長制度」では 43.5％

となっている。 

最高雇用年齢は、「再雇用制度」において「65 歳」までが 75％と最も高く、「勤務延長制度」

でも「65 歳」が 63.3％で最も高くなっている。（表 10・11） 

 

表 10 再雇用制度における最高雇用年齢 

 
 

表 11 勤務延長制度における最高雇用年齢 

 
（）内は、「定めている」を１００とした割合 
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（６）７０歳就業確保への対応 

70 歳就業確保への対応として、「特に対応はしていない」が 46.2％、「70 歳までの継続雇用制

度を導入することを検討している」では 21.5％となっている。（表 12） 

 

表 12 ７０歳就業確保への対応 

 

 

 

 


